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これまでの労働政策審議会雇用環境・均等分科会での主な御意見 

※下線部が第 63 回（令和５年 10 月 26 日）の御議論 

 

０．全般 

・ 育児・介護にかかわらず仕事と生活の調和が重要。働き方改革が重要。性別

役割分担意識をなくすことが重要。男女ともに育児に関わるには、家事・育児

の分担が一方の性に偏ることなく、キャリアを積み上げていけるようにするべ

き。 

・ 支援の拡充は賛同するが、両立支援制度の利用が女性に偏っており、マミー

トラックに陥ってしまう。賃金差異も懸念している。 

・ 職場には、育児以外にも家族の介護や本人の病気の治療など様々な事情で休

職や時短勤務をしている者がいることを踏まえ、育児をする職員のみに支援が

なされることで、不公平感を生むことにならないようにしてほしい。 

・ 仕事と育児の両立支援の推進は、子育て支援に加えて、女性の活躍推進を進

めていく上でも極めて重要。 

・ 仕事と育児の両立支援制度については、多様なニーズや職種・業態がある中

で、それをどのように受け止めるのか、どういう結論を出していけるのか考え

ていきたい。企業で独自に取り組んでいる制度や取組みがある。それらと提案

されている見直しが重なるようであれば、既存の取組みをいかせるような形で

議論したい。 

・ 仕事と育児の両立支援に対するニーズについては、子の年齢や子や家庭の状

況、本人のキャリア形成に対する考え方によって、非常に多様。多様なニーズ

に最大限対応していこうとすることは非常に重要であるが、その反面、制度が

複雑化する懸念がある。深刻な人手不足の中で、中小企業では、労務管理の担

当を専任で配置することが非常に難しく、導入に二の足を踏むことにもなりか

ねない。事業主、労働者にとって分かりやすく利用しやすい、できるだけシン

プルな制度設計にしていただくことが重要。両立支援に取り組むことが、企業

にとっても、人材確保や定着にメリットがある点を伝えることが重要。 

・ 企業や周囲の労働者への支援に関し、中小企業においての最大の課題は人手

不足であり、制度導入に手が回らず、本人は休みが取れないという実態があ

る。従業員数が限られている中小企業においても、育児・介護など理由を問わ

ず休みやすい環境をどうつくるかが課題。省力化やマルチタスク化などを進

め、お互いの不在をカバーし合える仕組みが必要。伴走型の支援の拡充をお願

いしたい。 

・ 企業や職員への支援について、助成措置を行うだけではなく、職場において

時間制約のある社員へのマネジメントルールを設定して運用や周知徹底を行

い、期待と役割に応じた仕事ができるようにするマネジメントが重要。 

・ 仕事と育児・介護の両立のために柔軟な働き方の選択肢の拡充を推進するに
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当たり、大企業と中小企業の両立支援環境の差が開き過ぎないこと、男女の働

き方の差がこれ以上拡大しないこと、子育て以外の多様なワーク・ライフ・バ

ランスニーズを持った労働者との公平感、納得感を持って進めることに留意す

る必要がある。 

 

１．子の年齢に応じた両立支援に対するニーズへの対応 

(1) 子が３歳になるまでの両立支援の拡充 

① テレワークの活用促進 

・ テレワークによる両立の在り方については、あくまで保育園に預けて業務に

集中できる環境があることが前提。 

・ 日本商工会議所の調査によると、テレワークを進めていきたいと考えている

企業は少なく、検討されている両立支援策の中で子が３歳になるまでのテレワ

ークの義務化が有効と答えた企業も極めて少ない。業種、業態によって向き不

向きがある。こうした状況を踏まえ、努力義務とまでするかどうかについては

慎重な検討が必要。また、時間の柔軟性に比べ、場所の柔軟性については適切

な代替案が考えにくいのではないか。 

・ セキュリティ対策も大変で、導入できても継続できない。問題点がある中

で、活用できるところにおいては、大いに活用するべき。 

・ テレワークができないと思い込んでしまって、事業主が選択肢から切り離す

ケースもあると考えられることから、事業主が相談する場の周知というのが必

要ではないか。 

・ テレワークを全社的に対応できないところも多く、広く努力義務としている

のは懸念がある。推進するという方向性について異論はないが、各企業の状況

を踏まえていただいて、各企業が自社の状況に応じて、テレワークの措置に対

応するという形に御配慮いただきたい。 

・ テレワークそのものを追加することに反対ではないが、どうしてもなじまな

い職種がある中で、どうするのかという議論は必要。 

・ 一日中の在宅というわけではなく、一日一時間テレワークを活用するなどに

より子育て期の職場での労働時間を短くすることに寄与することから、製造業

や小売の売り場職員でもテレワークの対象としている企業もあるように、こう

いった職種でも完全にテレワークが使えないということは基本的にないと考え

られることから、努力義務として導入すべき。 

・ テレワークは育児の両立支援という観点からだけではなく、より一般的に、

既存の仕事の仕方を見直すことも交えつつ推進を図ることが考えられるもので

ある。両立支援の手段としてもテレワークの推進は望ましいものといえるが、

努力義務としてどこまで求めるのかについては、テレワークが有用となる具体

的な状況等を踏まえた整理が必要。 
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② 現行の短時間勤務制度の見直し 

〈短時間勤務制度の単独措置義務〉 

・ 子が３歳未満では短時間勤務のニーズが高いという調査結果は、「女性に関

して」ということ。男性については３歳前後にかかわらず多様なニーズがあ

る。３歳未満において、短時間のみを措置義務として、テレワークを努力義務

とするのでは、女性の負担を是正できないのでは。 

・ 短時間勤務制度については保護者の事情を踏まえた上で労使協議により、他

の勤務時間を設定して多様な働き方で育児との両立が可能となるよう、一層促

進すべき。所定労働時間が６時間未満の者について、短時間勤務が適用できる

ようにするべき。 

・ 現行は３歳未満について努力義務とされている部分を含めて選択的措置義務

とし、小学校就学前まで一気通貫で勘案する方向で検討すべき。 

・ 男性がより主体的に育児に関与できるようにするために、現在努力義務とな

っている始業時刻等の変更等にテレワークを加えた上で選択的措置義務にする

べき。 

・ ３歳以上は選択的措置義務としているが、３歳未満と３歳以上で制度を分け

る必要があるのか。出生から小学校就学まで一気通貫で同じ制度にするべきで

はないか。 

・ 平成 21 年の改正による子が３歳になるまでの短時間勤務制度が、女性の就

業継続率の改善に大きな影響を与えたと考えられる。女性・正社員の子が２、

３歳になるまでの希望する両立の在り方として短時間勤務制度の利用が４割弱

となっていること等から、現行の短時間勤務制度を使えないのであれば就業継

続を断念せざるを得ない労働者が生じかねないため、現行の短時間勤務制度は

依然として必要であり、現行制度を維持すべき。 

・ ３歳までの短時間勤務制度の単独措置が、女性の就業継続を可能にしてい

る。また、欧米の子育て期の労働者の労働時間は分散しており、短時間勤務制

度は、元々画一的な日本の労働時間の分散に役立っていることから、制度を維

持することが重要である。 

〈短時間勤務制度における原則１日６時間とする措置〉 

・ 労働者が事情に応じて柔軟に勤務時間を設定できるように、原則６時間とす

る措置は設けた上で、それよりも短くもしくは長い勤務時間を併せて設定する

ことが現行制度においても可能であることを周知し、また設定を一層促すこと

が必要である。 

・ ６時間から（短くするというより）所定労働時間までの間の勤務時間の設定

を促すべき。すでに自主的に行っている企業もあるが、そうしたことを選択す

ることができるということを明示することも必要ではないか。 

〈短時間勤務制度における代替措置〉 

・ 短時間勤務が困難な業務である労働者について労使協定で除外する仕組みは

廃するべき。 
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・ 短時間勤務が困難な業務である労働者について、労使協定で除外する仕組み

は、現行制度を維持するべき。 

・ 指針に例示されている国際路線の客室乗務員の業務のように、短時間勤務制

度を講ずることが物理的に困難と認められる業務が存在することは理解でき

る。そのため、対象業務を労使協定によって具体的に定めることは必要である

と考える。一方で、指針に示されているその他の業務は、指針が定められた当

時と現在とでは状況が変化しているのではないか。また、指針にあるとおり、

これらはあくまで例示であり、これらであればただちに困難と認められる業務

に該当するものではないことを周知することが必要。加えて、企業の好事例に

ついても併せて周知することが必要。 

それでもなお、労使で判断し、短時間勤務制度を講ずることが困難である業

務があるのであれば、テレワークを代替措置の選択肢の一つとして追加するこ

とも考えられる。 

・ テレワークを短時間勤務制度の代替措置の選択肢の一つとして追加をすると

いうことであれば、大きな異論はない。 

〈その他〉 

・ 短時間勤務をする者について、給与が減っていることが周囲に十分に認知さ

れておらず、周囲のサポートについても管理職や人事が把握して、評価してい

ないことが問題。 

 

(2) 子が３歳以降小学校就学前までの両立支援の拡充 

① 柔軟な働き方を実現するための措置 

〈新たな仕組みの創設について〉 

・ 男女がともに就業を継続していくためにも、３歳以降においても両立支援措

置を拡充することが望ましく、２つ以上の制度を選択して措置を講じる義務と

いうことに関しては、設けるべき。事業主が選択した措置については、労働者

の意思で選ぶことができるものとしなければならない。 

・ 子が３歳から就学前までの柔軟な働き方の複数の選択的措置義務と、残業免

除の延長は、中小企業は人手不足の中で対応は厳しいものではあると思われる

が、大企業で法を超えた対応が進む中で、大企業と中小企業の格差を小さくす

る意味でぜひ対応していただきたくためにも、今回の拡充が実現することに大

きな意義がある。 

・ 多様な働き方の選択肢が増えることが企業にとってもメリット。 

〈選択する措置の内容〉 

・ 事業主が選択する措置としては第 63 回資料１で１．(2)①ⅰのａ）からｅ）

で挙げられている措置でよいのではないか。 

・ 現行制度において、３歳未満で努力義務とされている内容と同様とし、フレ

ックスタイム制、時差出勤制度から複数選択できるものとすべき。 
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・ 始業時刻等の変更やテレワークについては、短時間勤務制度を利用する労働

者も利用できるようにすべき。労働者が２つを組み合わせて使用できることは

法を上回る措置として可能だということ、また望ましいということを周知して

いくことが考えられるのではないか。 

・ 選べる制度は、３歳以降、可能な限りフルタイムでも働けるようにしていく

観点から措置するものと受け止めている。選択肢にある始業時刻等の変更は、

フルタイムで働くことへのニーズの対応として位置づけられており、そのため

短時間勤務を別に置いていると理解。 

a)始業時刻等の変更 

・ 始業時刻等の変更について、フレックスタイム制又は始業・終業の時刻の繰

り上げ・繰り下げとする内容でよいのではないか。 

・ 始業終業時刻の繰上げ・繰下げというのを加えていただくのが、子育てに関

してはこれまでの利用状況を見ていると非常に有効ではないか。フレックスタ

イム制というのは、管理システムが複雑で大変なので、両立支援者だけのため

にこれを導入するというのは、実際はなかなか困難ではないか。 

b)テレワーク（所定労働時間を短縮しないもの） 

・ テレワークの利用は所定労働時間を短縮しないものとあるが、所定労働時間

を短縮するものを含んでいただきたい。 

・ テレワークは、労働時間の客観的な把握ができること、そして、業務に集中

できる環境が整備されていることが必要ではないか。頻度等に関する基準を設

けることに関しては、対象者となる者の業務の経験や、業種等によって様々な

考え方があることを踏まえれば、一律に定めることについては慎重に検討すべ

き。 

・ テレワークは選択肢の一つというところであればよいかと思う。 

・ テレワークは、各職場の状況に応じた設定を可能にするのがよいが、仕事と

育児の両立に資する環境と言えるためには、ある程度の頻度でテレワークを利

用できることが必要ではないか。 

・ テレワークの頻度等に関する基準について、業種や業態の差異があることか

ら、詳細な基準を一律に定めることはなじまないのではないか。 

・ テレワークの効果は職種などによっても変わってくる。ホワイトカラーのよ

うな職種でテレワークを入れていくべき。どのような頻度にするかというとこ

ろについては、数値的な目安がある方がよい。労働日数の何日とか、最低限こ

れぐらいのような下限を示すのはどうか。 

・ テレワークについて、新型コロナウイルス感染症の分類の変更以降、テレワ

ークと出勤のバランスは変化していると考えられる。そのため、直近の実施状

況に関するデータを踏まえて検討した上で、実態に合うテレワークの頻度等に

関する基準を策定することが必要。 

・ テレワークについては、事業場外みなし労働時間制の適用によって始終業時

刻を柔軟にできる可能性など始業終業時刻の繰上げ・繰下げとの関係について
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整理した上で検討することが必要。 

c)短時間勤務制度（育児のための所定労働時間の短縮措置） 

・ 短時間勤務制度について、３歳未満と同様に多様な勤務時間の設定が可能で

あるということを併せて周知し、原則である６時間以外の勤務時間の設定につ

いても促していくべき。 

d)保育施設の設置運営その他これに準ずる便宜の供与（ベビーシッターの手配及

び費用負担等） 

・ 保育施設の設置運営は、既にこうした措置でこどもを事業所内保育等に預け

ながら働いている労働者がいることを踏まえれば現行制度における内容と同様

のものとすべきではないか。 

・ 保育施設の設置運営その他これに準ずる便宜の供与については、現行制度と

同様の内容とすることでよいのではないか。 

・ ベビーシッターの手配及び費用負担等については、従業員が自身の都合にあ

わせて手配する場合や、企業が費用の一部を負担している場合についても認め

ることとすべき。また、企業が福利厚生に関するサービスを外部の業者と契約

して従業員に提供しているメニュー中にベビーシッターサービスなどがある場

合にも、認められるものとするべきではないか。 

e)新たな休暇の付与（労働者が就業しつつ当該子を養育することを容易にするた

めの措置） 

・ 新たな休暇制度は、労使協議によって職場のニーズに応じた休暇制度を設け

るようにすべき。 

・ 労働者のニーズ把握のために事業主が措置を選択する場合に意見聴取の場を

設けるのであれば、新たな休暇の付与を選択する場合にさらなる労使協議を求

めることは重畳的になるのではないか。 

・ 新たな休暇制度の対象は育児をしている人という理解。企業がすでに行って

いる独自の休暇制度がこの制度の中で生かせる形にしていただきたい。 

・ 新たな休暇の付与については、柔軟な働き方を実現するための措置として設

けるという趣旨から、時間単位の取得を可能とすべき。 

・ 新たな休暇制度について、時間単位で取得が難しい労働者のいる企業が新た

な休暇を選べなくなるため、子の看護休暇や介護休暇が、時間単位での取得が

困難な業務の労働者を労使協定で時間単位の休暇の対象から除外できることと

同じように、時間単位で新たな休暇の取得が難しい労働者を時間単位以外での

休暇が取得できるようにするべき。 

・ 新たな休暇の付与日数については、職場のニーズを踏まえて定めるのが適当

ではないか。 

・ 事業主が措置義務を果たしたかどうかということを問題にしているのであれ

ば、休暇の日数についてある程度一定的な基準を示すことが適切ではないか。 

・ 現場の労使が対応に迷わないよう、新たな休暇の日数に基準があったほうが
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よいと思う。基準の検討の際は、柔軟な働き方を活用しながらフルタイムで働

くことに対するニーズに対応する観点から何日が適正なのかは、公益委員の知

見を踏まえて議論すべき。 

〈職場の労働者のニーズの把握のための意見聴取〉 

・ 労働者のニーズ把握のための意見聴取の機会について、労働組合がある職場

においては労働組合から意見聴取することを原則とすべき。労働組合がない職

場においては、過半数代表に聴取することが考えられる。アンケートを活用す

ることは否定しないが、労働組合からの意見聴取に代替するものではないとい

うことは明らかにすべき。 

・ ニーズの把握は、過半数労働組合又は過半数代表者に聞くことだけでなく、

従業員のアンケートや育児期の管理職を含む当事者に聞くことなど色々方法が

あると思うので、意見の聴取の場というのは広く取った中で、企業が一番ふさ

わしいものを選べるようにしていただきたい。 

・ 労働基準法上の労使委員会が置かれている事業場においては、労使委員会の

制度を活用することも考えられるのではないか。また、過半数代表者を通じた

意見聴取を適切に機能させるため、意見聴取の場面で具体的にどのようなこと

を行うのが望ましいかといったようなガイドラインに類するものを充実させる

ことも考えられるのではないか。 

・ 意見聴取について、新しく措置を選択する場合のほか、一旦選択した措置を

見直すという視点も重要ではないか。 

〈現行の努力義務規定〉 

・ 選択的措置義務を設けるとしても、上回る措置を講じるのであれば望ましい

ことから、現行の努力義務になっているものは努力義務としても残すことも考

えられる。 

・ 既存の努力義務の整理について、現行の努力義務のうち、選択的措置義務の

対象となるものについては、制度として矛盾のないような整理は必要。育児目

的休暇制度をはじめ、選択的措置義務の対象でない措置については、引き続き

努力義務とすべき。 

・ 育児目的休暇や子の看護休暇を中学校入学前まで努力義務などの形で延長す

ることは、中小企業が対応し切れず大企業と中小企業の差が開くということ、

従来の制度も男女の利用に差がある中で、さらに女性のみの利用が拡大する可

能性があること、他の子育て中以外の労働者との公平感、納得感に課題が出る

ことに留意すべき。そのため、子の看護休暇については小学校３年生まで、そ

の他の制度については小学校就学前までの範囲で拡充されることが妥当ではな

いか。 

 

② 所定外労働の制限（残業免除） 

・ 育児・介護等の事情を抱える者だけでなく、すべての労働者において、時間

外労働の削減を行うことが重要。その上で、小学校就学前までとなっている
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が、小学校にあがっても子が一人で過ごすことは難しく、いわゆる「小１の

壁」が問題視されている実態や、研究会報告にも同様の意見があったことが付

記されていることを踏まえ、対象を中学生までとすべき。子の発達段階を踏ま

えて労働者が選択できるよう、権利を拡充することが必要ではないか。 

・ 小学校就学以降の両立支援制度について、いつまでも利用している、と言わ

れないように公平感を保つべき。就業環境や労務の内容については、労使で話

し合うべき。 

・ 対象年齢の引上げを行う場合、小学校就学前までとすべき。制度の対象拡大

をしつつ、子育て中以外の従業員も含む全体での所定外労働の削減や労働時間

の短縮を進めていくことが重要。 

・ 所定外労働の制限について、圧倒的に女性が利用している状況からすると、

所定外労働の制限を単に期間延長をすると、さらに女性の利用を促すことにな

りかねず、キャリア形成への影響も大きい。働き方改革の中で、女性だけでは

なく、男性を含めた労働者全体の長時間労働の是正を優先課題として考えてい

く方が、効果があるのではないか。 

・ 育児目的休暇や子の看護休暇を中学校入学前まで努力義務などの形で延長す

ることは、中小企業が対応し切れず大企業と中小企業の差が開くということ、

従来の制度も男女の利用に差がある中で、さらに女性のみの利用が拡大する可

能性があること、他の子育て中以外の労働者との公平感、納得感に課題が出る

ことに留意すべき。そのため、子の看護休暇については小学校３年生まで、そ

の他の制度については小学校就学前までの範囲で拡充されることが妥当ではな

いか。（再掲） 

 

(3) 子の看護休暇制度の見直し 

〈取得事由〉 

・ 感染症による学級閉鎖や臨時休校の場合にも対応できるよう拡充するべき。 

・ 子の行事参加についても看護休暇の中に含むべきなのかということについ

て、努力義務となっている育児目的休暇制度を、中学校就学前まで延長するこ

とにより対応すべきではないか。 

・ 子の行事で取得した後、看護で取得したくても残日数が足りないということ

もあり得る。本来、子の傷病という予測できず、かつ望ましくない事態への対

応としての制度ということを考えると、事由の拡大については慎重に検討し、

拡大をする場合は限定的にすべき。利用者の業務をカバーする従業員にとって

も納得感のある制度にするべき。 

・ 子の看護休暇の取得事由は、入園式・卒園式など子どもにとってのライフイ

ベントに限定すべき。 

・ 行事の参加を含むかどうかについては、保護者も行事での役割があることが

あり、少子化の改善を図るなら積極的に認めることも考えられる。 

・ 看護というのは家族みんなに当てはまるもの。家族の看護休暇という形でま
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とめてしまうというのもあるのではないか。 

〈対象年齢〉 

・ 小学校３年生で区切るのではなく、中学校就学前までとしてはどうか。 

・ 実態として母親が取得していることが多い中、小学校６年生までとするとさ

らに母親がお休みするということになりかねない。対象年齢の設定は慎重に考

える必要がある。引き上げるとしても小学校３年生までとすべきではないか。 

・ 育児目的休暇や子の看護休暇を中学校入学前まで努力義務などの形で延長す

ることは、中小企業が対応し切れず大企業と中小企業の差が開くということ、

従来の制度も男女の利用に差がある中で、さらに女性のみの利用が拡大する可

能性があること、他の子育て中以外の労働者との公平感、納得感に課題が出る

ことに留意すべき。そのため、子の看護休暇については小学校３年生まで、そ

の他の制度については小学校就学前までの範囲で拡充されることが妥当ではな

いか。（再掲） 

〈取得日数〉 

・ 子が２人以上の場合一律 10 日という制限をなくし、１人当たり５日とするべ

き。 

・ 父も子の看護休暇を取れるところ、母だけが５日分子の看護休暇をとってい

る前提で議論すると、いつまでも女性が取得するのかとなるため、慎重に検討

すべきではないか。１労働者が５日であっても、２労働者であれば 10 日なの

で、男女で取得するよう促していくべき。 

〈勤続６か月未満の労働者〉 

・ 女性の非正規雇用労働者が子の病気のために欠勤となっている日数の割合が

高いことを踏まえ、６か月未満の労働者を労使協定によって対象から除外する

仕組みに関し、子の看護に係るニーズは勤続期間や勤務形態に関係なく存在す

ることから、労使協定により対象から除外する仕組みについては削除すべき。 

〈休暇中の賃金の支払〉 

・ 自身の年次有給休暇を子の看護に使っている。有給休暇の本来の趣旨を踏ま

えれば、子の看護に備えるために本来の目的のために使えないのは適切ではな

い。 

・ 労働者が賃金の不安なく安心して子の看護に専念できるよう、子の看護休暇

は有給にすべき。 

・ ノーワーク・ノーペイが原則であることから、子の看護休暇を有給に見直す

べきではない。 

 

(4) 育児期の両立支援のための定期的な面談について 

・ 定期的な面談は必要な取り組み。労働者の今後のキャリア形成や希望、パー

トナーとの共育ての状況等を踏まえ、事業主が選択している措置の説明のみな

らず、実際に制度を利用した場合の評価への影響等も含め、労働者が安心して
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制度を利用できるよう、不安や疑問をなくしていくために積極的に説明する場

としていただきたい。 

・ 両立支援制度の利用中にキャリアも変わっていくということで行うとされて

いるが、この定期的な面談は既に制度を利用している方、制度を利用する方の

ための面談なのか、これだけではわかりにくいので具体的に示してほしい。 

・ 面談や個別周知等、個別の労働者へのアプローチが検討項目とされている

が、目的・実施時期・内容・手段について横断的に整理するべき。各企業にお

ける既存の面談の機会を活用できるなど、企業で面談を担う者にとって過大な

負担とならないような配慮がされた仕組みにすべき。（後掲） 

・ 面談者が措置の内容や疑問などに答えられるように、事前の研修などを実施

する、または人事担当などの適切な担当につなぐなど、実質を伴った面談とす

ることが必要。 

 

(5) 心身の健康への配慮 

・ 育児と仕事との両立に関わる悩み等も含め、労働者が安心して仕事に従事で

きるよう、事業者の配慮や労働者のセルフケアを促す仕組みについて、措置を

すべき。職場では心身の不調を生じないために労使で様々な取組が行われてい

る。どのような仕組みにするかについては、業種や職場の実態等様々であるた

め、労使協議において検討するというふうにすべきではないか。 

・ フレックスタイム制やテレワークの利点に柔軟性や自律性があることを踏ま

えると、過剰に管理することはなじまない。事業主が配慮することとしては、

既存の「テレワークの適切な導入及び実施の推進のためのガイドライン」の記

載に沿い、労働時間について、客観的な記録による把握と自己申告による把握

を原則とすることとしてはどうか。 

・ フレックスタイム制について、どういう働き方でどのぐらい働くかというこ

とは、自立的に労働者自身で決めることである。テレワークについて、テレワ

ークガイドラインの内容を踏まえた上で、健康確保、あるいは長時間労働の防

止に取り組むことを促すということが必要。 

 

２．仕事と育児の両立支援制度の活用促進 

(1) 制度の活用をサポートする企業や周囲の労働者に対する支援 

・ 企業規模を問わず制度を利用する人が気がねなく利用できるように、中小企

業に対する支援を強化すべき。政策効果についてしっかり検証も行うべき。 

・ 様々な事情を抱えて短時間勤務や休業をしている労働者もいるため、育児す

る労働者だけが優遇されるような風潮となり、職場の分断を生むことがないよ

う、労働者の間の公平性という観点から慎重に検討いただきたい。両立支援等

助成金やコンサルティングへの支援もなされているが、助成制度の手続自体が

中小企業には負担。 
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・ 好事例を提供した上で、コンサルティングなどを通じて実際の体制整備につ

なげる必要がある。両立支援という観点からだけでなく、誰もが仕事と生活を

両立できるよう業務の見直しを含む展開を図っていくべき。 

・ どのような制度があるか、中小事業主が完全に理解するのは難しい。周知に

資するようなツールがあればありがたい。 

・ 育休中等業務代替支援コースについて、代替要員の必要性が注目され支援が

あることはよいこと。ただし、助成を受けずに代替要員や周囲の同僚によるサ

ポート体制を確保するなどの対応をしている事業主もいる。助成以前に、こう

した環境整備の必要性について周知することが必要。 

・ 両立支援制度を活用して職場が円滑に運営されるようにする責任が、企業に

あるということを明確にしないと、それがうまくいっていないことが、制度利

用者対周囲の同僚の問題になってしまう。円滑に職場運営するためのサポート

体制や、サポートをした社員に対する適正な評価を進めることの責任は企業に

あって、制度利用者に責めはないということを明確にするべき。 

・ 働き方の選択肢が多様になることは、両立が可能になるという点だけではな

く、柔軟な働き方を導入することが現場の業務改善や生産性の向上や人材獲得

につながり、企業にとってもメリットがある。中小企業にもメリットがある形

で取組を進めることが、今後柔軟な働き方を拡充していく上で、重要な視点に

なる。 

・ 育児休業取得者や周囲の労働者だけでなく、短時間勤務制度利用者や周囲の

労働者についても、職場の業務量の見直しや体制の整備などに関するノウハウ

の共有、マネジメントや評価の方法を周知すべき。 

 

(2) 育児休業等取得状況の公表 

・ 次世代育成支援対策推進法では一般事業主行動計画の策定義務が 101 人以上

の企業とされていることを踏まえ、これに合わせ 101 人以上の企業まで拡大す

る必要があると考える。男女別平均取得日数や各制度の利用率、短時間勤務制

度等の利用実態についても公表の対象にすべき。 

・ 中小企業では対象者が毎年いるわけではないことは理解する。社内の状況を

説明できる仕組みを整えることも重要。女性活躍推進法では男女間賃金格差の

差異の説明のための欄の活用を促していることが参考になる。 

・ 年によって数字がばらつくため、ケアできるようにしていただきたい。説明

欄を設けるというのは、女性活躍推進法の男女間賃金格差の差異の説明にも同

様のものがあり、有効活用されていると思う。 

・ 対象企業を広げる際に議論すべきは、規模が小さくなるほど対象となる男性

も少なくなるということ。数字だけ出して実態が分かるかというとそうではな

い。説明が必要であれば説明ができるようにすべき。中小企業の意見も聴きな

がら負荷に配慮した仕組みが重要。 

・ 中小企業において休暇が取りやすい職場環境整備への支援をしっかり進めた
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上で、従業員 300 人超の中小企業に義務化の対象を広げることは一つの方向性

と考えるが、人手不足の中で公表による手間が増えることへの抵抗感はそれな

りに強く、既に取り組んでいる企業の課題や効果の検証等を行い、段階的に進

めてほしい。効果が出た事例を周知して前向きに企業が取り組めるようにして

ほしい。２年に１回というのは配慮としては理解するが、毎年１回にしたほう

が作業としては楽ではないか。人数が少ない中小企業では、年によって取得状

況が大きく変動することはあると思うが、社内の状況の説明をしっかり行うこ

とがポイント。業種別に記載例を用意するなど取り組みやすいやり方を考えて

ほしい。 

・ 義務化の対象を 1,000 人超からいきなり 100 人にするということは幅が広過

ぎるので、300 人超としていただきたい。小さい企業では、対象者がいないと、

何のために広げるのか疑問であるので、男性育休の取得状況の増加等々、達成

状況等々を踏まえて、改めて議論するべき。 

・ 義務化の対象は、300 人超とすべきと考える。育児休業取得率以外の指標の公

表については基本的に反対。数値の公表によって、企業の取組を促す効果が期

待される一方で、数値だけでは伝えられない実態もある。公表や数字を上げる

ことが目的化し、企業の作業負担だけが増え、実態として企業内での両立支援

が進まないことにつながる懸念がある。企業に数値の公表を促す施策を検討す

る際は、よい面、悪い面も含めてしっかり検討し、限定的に活用すべき。 

・ 基本的に情報はオープンにすべきだが数字の見せ方も考えてよいと思う。割

合で示してしまうと小規模の企業の場合、誤解が生じるのであれば、分子と分

母を実数で示すこともあり得るのではないか。また、取得延べ日数のような指

標も検討し得るのではないか。現場の負担には配慮しつつ進める必要がある

が、一つの指標のみならず複数指標によることも検討してはどうか。 

・ 「くるみん」認定のような企業の自主的な取組を認証という形で支援する仕

組み、有価証券報告書の中で資本市場に向けた公表を促す仕組みなど、いろい

ろなアプローチがある中で、数値の公表の義務付けるという仕組みの意義を考

えるという視点が重要。政府の目標と結びついていることから多くの事業主に

公表に向けて取組をしていただきたいという考え方がある一方、両立支援にう

まく結びつくのかということや規模の小さい事業所の負担が課題。 

 

３．次世代育成支援に向けた職場環境の整備 

〈一般事業主行動計画〉 

・ 次世代育成支援対策推進法の延長は 10 年延長して取組を進めるべき。しか

し、単に延長すればよいというわけではない。次世代育成支援対策推進法にお

いては国や自治体も行動計画を策定することとされている。こども家庭庁含め

関係省庁と連携して議論を行うことも必要ではないか。 

・ PDCA サイクルの確立について計画の実効性の担保の観点からも必須。法律上

の仕組みとして明記すべき。また、定量的な目標を掲げることが可能なものに

ついては、数値目標として設定することなどを法律上に位置づけることが必
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要。 

・ 計画の数値目標に男性の育休取得日数と時間外労働の削減について入れるべ

き。 

・ 計画の数値目標については、目標設定の項目が増えることが計画作成のハー

ドルとなるおそれがあることから育休取得率のみとすべき。育休取得の日数に

ついては、少なくとも企業側の環境整備だけではどうにもならない部分があ

り、目標設定にはなじまない。 

・ 男性の育休取得日数の目標値を設けることについて慎重になるべきという意

見もあるが、男性の取得日数が短いことが女性のキャリア形成に影響している

実態を踏まえれば、何かしら考える必要があるのではないか。男女の取得日数

の差が結果として女性のキャリア形成に影響していることはよく考える必要が

ある。 

・ 政府目標により民間企業に求められている取得率について盛り込むことでよ

いのではないか。日数という点でいうと、企業としては個人が取りたいと思う

期間を取得させることになるので、具体的な日数の目標を設けることは難しい

のではないか。家族、パートナーとの中で決めていただくことであり、企業が

日数の数値目標を設定することは議論が異なる。 

・ 女性だけが長く育児休業を取得することを是としているわけではない。何か

しら考えなければならないことは理解するが、企業が取得日数の目標を設定す

ることはそれとは別の視点からも考えなければならない。 

・ 男女ともに仕事と育児を両立できる職場という視点について入れていくべ

き。企業全体の方針、両立支援制度の利用者に対する取組、個々の職場の管理

職に対する取組等を追加すべき。2016 年の育児・介護休業法改正でハラスメン

ト対策が義務づけられたが、しっかり周知して行動計画にも反映する必要があ

る。 

・ 一般事業主行動計画の内容について、女性労働者に向けた取組や管理者に向

けた取組はあるものの、男性に向けた取組はなく、育児は女性が担うものであ

るということを前提としているような内容となっており、これらについても見

直しを行うべきではないか。 

・ 行動計画策定指針に盛り込むべき内容の見直し項目について、育児休業取得

者や周囲の労働者だけでなく、短時間勤務制度利用者や周囲の労働者に関する

マネジメントや評価ルールの導入も含めるべき。 

〈くるみん等の認定基準〉 

・ 政府の男性育児休業取得率の目標がより高いものに引き上げられるのであれ

ば、取組が進んでいる優良企業を認定するという位置付けである「くるみん」

等の基準も見直しをするべき。 

・ 現状は育児休業の取得日数を「くるみん」の認定基準に含んでいない。取得

日数も要件に加えるべき。 

・ 「くるみん」の認定基準に男性育休の取得日数を入れるべきかどうかについ
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て、前回の改正（令和４年４月１日施行）から日が経っていないため、軽々に

変えてしまってよいのか。「トライくるみん」が創設されて「くるみん」「プラ

チナくるみん」の認定基準を引き上げているので、同様の仕組みで認定企業数

を増やしていくのがよいのではないか。 

・ 育児休業取得日数の目標設定や育児休業取得率の目標の引上げに応じた基準

の見直しに関して、上位の認定については現時点での望ましい数値に合った基

準に合わせていく一方で、入口の認定は比較的取り組みやすい基準にした方が

よいのではないか。 

・ これまでの画一的な働き方を前提とした組織マネジメントをしていては、異

なる働き方をした制度利用者は、メンバーとして組織貢献をすることが困難と

なってしまう。様々な働き方をする人たちを組み合わせてマネジメントすると

いうことをベースにすることが必要。次世代育成支援対策推進法の今後の見直

し等においてもこうした観点から議論すべき。 

・ 時間制約社員へのマネジメントとその周知徹底を行動計画の視点として入れ

てほしい。 

 

４．介護離職を防止するための仕事と介護の両立支援制度の周知の強化等 

(1) 労働者に対する個別の周知等及び環境整備 

〈個別の周知と意向確認〉 

・ 実際に直面した際には、特に介護には個人差が大きいことから、利用したい

措置の内容も労働者によって様々であることが考えられるため、労働者の意向

を確認し、適切な制度利用につなげていくことは、介護と仕事の両立のために

必要な取組。 

・ 意向確認や意向の聴取、面談等、個別の労働者へのアプローチが検討項目と

されているが、目的・実施時期・内容・手段について横断的に整理した上で議

論を深めるべき。また、各企業における既存の面談の機会を活用できるなど、

企業で面談の負荷を担う者にとって過大な負担とならないような配慮がされた

仕組みにすべき。（再掲） 

〈早期の情報提供〉 

・ 自社の介護に係る制度を含めた両立支援制度の個別周知、労働者の意向確認

を行うとともに、介護保険料の徴収が始まる 40 歳などにおいて、介護保険制度

や介護休業制度等の一律の情報提供を行うべき。 

・ 一律の情報提供の時期は、障害児の介護を含むケアと仕事の両立という観点

から考えると、育児期の両立支援のための定期的な面談を活用するなど、もう

少し早い段階での情報提供も検討に含めるべき。 

・40 歳というタイミングかどうかはともかく、いつ介護が必要になるかというこ

とは分からないので、できるだけ早いタイミングでの一律の情報提供を行うこ

とは必要である。 
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・ 一律の情報提供の際には、中小企業での説明用の資料として、介護保険サー

ビス等介護関係の施策も合わせて一つのパッケージとした資料を作ってもらい

たい。 

・ 介護休業や介護休暇の制度の趣旨や内容の周知、理解促進に向けては、早い

段階で従業員に伝わるような仕組みや取組が重要。実際に仕事と介護の両立が

必要な状況に直面するまでは関心が低くなりがちであるため、繰り返しの周知

とともに、いざそういう状況になったときに、従業員本人や企業が相談できる

相談体制の整備を合わせて行うことが重要。 

・ 従前、40 歳で介護保険被保険者となる時点で介護保険制度の情報提供がされ

ていないことは課題であり、個別の企業の取組以前に、まずは介護に直面する

前に一律に介護保険制度の情報を周知することが有効。併せて、事業主に対し

て介護保険制度に関する研修を行う際のツールなどを提供することも有効。介

護休業制度の使い方や、介護休業や残業免除などの柔軟な働き方と、介護保険

制度上のサービスをどのように組み合わせて両立を実現するのかを普及してい

くことが非常に重要。 

・ 近年、ダイバーシティへの取組やワーク・ライフ・バランスの推進等に関す

る役員層・管理職層の理解促進が進み、仕事と介護の両立に取り組む企業が増

えたため、今のタイミングで周知の取組を進めることは有意義である。 

〈雇用環境の整備〉 

・ 雇用環境の整備について、育児休業と同様に、介護休業に関する研修や相談

体制の整備、好事例の収集や提供等の周知を行う必要がある。研修について

は、全ての労働者に研修をすることが望ましいが、特に管理職に対する研修が

必要ではないか。また、女性の活躍・両立支援総合サイト「両立支援のひろ

ば」の拡充と、好事例の情報提供等の一層の強化をすべき。 

・ 一律の情報提供や個別の意向確認で制度を周知しても、実際に制度を利用し

てみると後から相談したいことが出てくることもあるため、安心して働き続け

るためには、相談窓口を明確にしておくことや管理職も含めた研修の実施な

ど、環境整備を行うことも必要。 

・ 中小企業で研修の開催や相談窓口の設置は難しいのではないか。研修は中小

企業組合、商工会、商工会議所で実施する研修に参加するものとすることや、

相談窓口は意向の確認をする担当者が担うことが考えられるので、雇用環境整

備の内容は、意向確認と早期の情報提供に含まれる内容となると考えられる。 

・ 個別周知や情報提供、研修等の仕組みをつくるのであれば、説明の内容に説

明者による個人差が出ないよう、企業が活用できる資料を作成するべき。 

・ 公的な介護保険制度等については、政府や保険者となる都道府県・市町村が

周知を徹底すべきであり、具体策を示していただきたい。 

・ 介護の問題を抱えている従業員の実態把握ができている事業所は、約６割で

あるが、相談窓口や従業員アンケートで把握している事業所は、１割に満たな

い状況。これらを積極的に整備することと、研修を併せて実施することを進め

ることが重要。 
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(2) 介護休業 

・ 介護の必要性に直面してから、介護休業の 93 日の期間内に施設やサービスを

見つけることが容易ではないという実態、連合の調査では４分の３の労働組合

が職場に法定を上回る期間の介護休業制度があると回答している実態があるこ

とを踏まえれば、介護休業期間を現行の 93 日から１年に延長するとともに、分

割回数についても、３回から増やすべき。 

・ 自ら介護するための休業する期間ではなく、介護に係る体制構築のための期

間であるという趣旨を明確にするとともに、介護と仕事の両立を一層推進する

ため、事業主・労働者へ周知を徹底するべき。 

・ 介護離職の理由の一つに、自身で介護をし、長引いて離職したことが挙げら

れる。介護休業は体制を構築するための休業であるのであれば、現行の休業日

数や分割回数を変更するよりも、(1)の取組により、制度を利用しやすくするた

めの取組を検討したほうが効果があるのではないか。 

・ 制度の正しい理解と、現行制度の中で介護の対応が必要になった全ての労働

者が 93 日のうちにしっかりとした介護サービスの手配までたどり着ける仕組み

を整備することが最優先である。それなくして期間を延長してしまうと、むし

ろ間違った理解での利用、ひいては介護離職が増えることにもつながるのでは

ないかとの懸念がある。 

・ 93 日から１年に延長する意見を特段否定するわけではないが、この期間で辞

めてしまうという方のため、企業側の姿勢として、戻ってこられる場があるこ

とを示すということも重要。ただ、長期間離れることによる離職の懸念が残っ

ている。育児と異なり、介護は時間が経てば進展したり手がかからなくなった

りするわけではないことを企業からも示すことと、対象となった方の制度の理

解等々も含めて、手を携えてやっていくことが必要。 

・ まずは、介護休業は介護体制をつくるための休業であるという目的を明確に

した上で現行の介護休業制度が利用されることが重要であり、代替要員の確保

も含めた体制づくりが必要。日本の家族介護は主たる介護者一人に負わせてし

まう傾向が非常に強くあることから、介護休業制度を１年以上に延長している

企業をヒアリングしても、長期にすることで介護者が介護に専念してしまい、

復帰が困難になるという問題がある一方で、長期に休業をしたことで仕事が続

けられたというケースはあまり聞かない。 

 

(3) 介護休暇・介護期のテレワーク 

① 介護休暇 

・ 介護休暇について、介護に関わる両立支援制度利用のニーズは勤続期間に関

係ないものであり、誰もが安心して働き続けるため、全ての労働者の権利とし

て付与すべきものであると考えるため、６か月未満の労働者を労使協定によっ

て対象から除外する仕組みは削除すべき。 
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・ 介護休暇が有給ではない事業所では、労働者が年次有給休暇を介護のために

使っている実態があるが、年次有給休暇を労働者の労働からの解放という本来

の目的のために使えないことのないようにしていくべき。 

 

② 介護期のテレワーク 

・ 介護期のテレワークは、育児と同様に労働時間の客観的把握ができるという

こと、また、業務に集中できる環境が整備されていることを条件とし、努力義

務ではなく、選択的措置義務の選択肢の一つに加えるべき。また、労働者の柔

軟な働き方で両立を支援するという観点から、育児と同様に複数選択して措置

することも考えられる。複数選択においては、業種・業態の実態や過半数組合

からの意見聴取等の機会を設け、事業主が選択する仕組みとするのが適当。 

・ テレワークについては、業種・業態、部署等によってテレワークが可能とは

限らないため、努力義務として追加することは慎重に検討していくべき。 

・ 努力義務にすることは慎重に検討すべき。ただ、現行制度の選択的措置義務

における選択肢の一つとしてテレワークを追加し、企業によって、あるいは企

業内の職種によって選べる仕組みとして用意されることであれば考えられるの

ではないか。 

・ テレワークを事業主の努力義務とすることに異論はないが、業種・業態、職

種によってはテレワークの実施は難しいことがある。その場合にテレワークが

できる部署への異動や、新規に職種を作ることまでは求められるものではない

ということを明確にするべき。 

・ テレワークは、遠距離介護が多いことを鑑みると有効性が高い。また、短時

間勤務の仕組みの中で、「短日勤務」を使えるようにしている企業もあるが、

その有効性を周知していくことも重要ではないか。 

 

５．個別のニーズに配慮した両立支援 

(1) 障害児等に係る現行の仕事と介護の両立支援制度の運用の見直し 

・ 要件を満たせば、子についても介護休業制度や両立支援制度が利用可能であ

ることを労働者に周知するとともに、事業主に対しては必要な措置を講じる努

力義務があることを、周知していくべき。 

・ 要介護状態の判断基準については、子の成長に応じて介護の状況が変化して

いくことを踏まえ、改めて検討するべき。 

・ 障害児の介護は、学齢期だけではなく、学校を卒業してからの就業継続支援

などについても、途切れることなく支援が必要であり、子の成長に伴って必要

な支援の内容が変わることから、労働者個別の意向確認が重要であるというこ

とを周知していくべき。18 歳から障害のある子の居場所がなく、働き方を変え

ざるを得ないという不安の声がある。 

・ 障害児等に係る仕事と介護の両立支援という観点からすると、子の就学や、
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どのような学校に通うかによって、労働者が両立のために必要とする措置が変

わってくるのではないか。そのため、現行の選択的措置義務の制度利用可能回

数の制限又は期間についても検討する必要があるのではないか。 

 

(2) 仕事と育児の両立に係る労働者の個別の意向の聴取と尊重 

・ 男女ともに対象者であることを鑑みれば、個々の事情を聞き取る機会を設け

ることは必要。 

・ 育児休業中や職場復帰後なども聴取を行うべきことを明確化することが必

要。 

・ 単に意向を聞いて終わりではなく、聴取した内容に配慮すべきことも示すべ

き。 

・ 要望について最大限配慮するよう努めるものとすべき。 

・ 方向性については異論ないが、どういった意向までを確認するのか、どこま

で配慮したら尊重したことになるのかを明確にするべき。企業は全ての意向を

聞いて対応するということは難しい。慎重に議論する必要がある。 

・ 全てについて配慮しなければならないというものではなく、まずは労働者の

意見、個別の意向を確認する必要があり、労働者が配慮を望んでも実現が難し

い部分があるのであれば、それについては労働者にきちんと説明し、理解を得

るようにすることが必要。 

・ 個別の意向はしっかりと聴取しなければ分からないため、少なくとも育休取

得に関する意向確認の際には、しっかりと聴取し、最大限配慮するように努め

るべきであると考えている。ただし、今後の法制度の中でそのままの文言が明

記されることには懸念がある。事業や職務の内容等を踏まえて、できること、

できないことをやり取りをすることが重要であって、こういった趣旨をしっか

りと盛り込んだ制度にしていただくことで、労働者側が過度な期待を持たない

ようにしていただくことは重要。 

・ 両立支援を図るという観点で労働者の意向を反映することについては、効果

的に意向を述べることができるよう個別の事情に応じてどのような支援が受け

られるか等の情報を事前に提供されていることが重要。ただし、事業主の負担

もあると思うので、どこまで義務づけるかの線引きは考える必要がある。 

 

６．仕事と育児・介護との両立支援に当たって必要な環境整備 

(1) 両立支援制度を安心して利用できる方策の検討 

・ 労働者が安心して利用できるという観点から、両立支援制度拡充の際にも、

現行制度と同様に不利益な取扱いを禁止すべき。 

・ 両立支援制度の利用により労働条件が変わり、それが紛争の原因となってい

る現実があることを踏まえれば、労働条件をあらかじめ定めて明確にしておく

ことはもとより、制度を利用する前に労働者に個別に周知をすることを義務づ
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けるべき。 

・ 両立支援制度に係る労働条件に関する事項をあらかじめ定め、周知するとい

うことは、両立支援制度拡充の際も同様の扱いとすべき。 

 

(2) プライバシーへの配慮 

・ 当事者からの申出を前提として、情報共有の範囲について、個人の意向を尊

重し最大限配慮すべき。労働者本人への確認や了解がないままに周囲に妊娠・

出産・介護等の個人の情報が伝わるようなことがないようにする必要がある。

必要な範囲で情報共有をすることは、仕事を円滑に進めるためにも必要と理解

しているが、労働者の意向を確認・尊重していただきたい。 

・ プライバシーへの配慮は必要と考えている。意向を伝えることができ、必要

な対応を行えることが重要と考えており、それに向けた支援をお願いしたい。 

・ プライバシーへの配慮は重要と考えている。検討項目に記載されている内容

は、事業主に対して共有範囲に配慮を求める趣旨だと理解しているが、上司・

同僚・部下に情報共有をせずに職場での対応を進めるのは困難であるため、共

有する範囲や内容などに関する基本的な考え方をあらかじめ明確に示すべき。 

・ 労働者本人の意向が最も重要になるが、司法判断の状況も参考にしつつ、情

報を共有する客観的な必要性も踏まえて検討する必要がある。社内で情報共有

する客観的な必要性を踏まえて共有があり得る範囲の大枠を予め設定してお

き、その中で労働者の意向に基づいて具体的な共有のあり方を決定していくこ

となどが考えられる。労働者が情報共有を望んでいない場合であっても、むし

ろ一定の範囲で情報を共有しておいた方が両立支援がしやすいという客観的な

状況があるのであれば、労働者に説明した上で情報共有を認めてもらうように

促すことも必要になると思う。 

 


